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ア　対象とする会計の範囲

連結会計

全体会計

一般会計等 一般会計
霊園事業特別会計（秋山菖蒲霊園事業勘定）
霊園事業特別会計（高萩霊園事業勘定）

特別会計等 国民健康保険事業特別会計
介護保険事業特別会計（保険事業勘定）
介護保険事業特別会計（介護サービス事業勘定）
後期高齢者医療事業特別会計
水道事業会計
工業用水道事業会計

一部事務組合 茨城県市町村総合事務組合
茨城租税債権管理機構
茨城県後期高齢者医療広域連合
日立・高萩広域下水道組合
高萩・北茨城広域工業用水道企業団
茨城北農業共済事務組合

地方三公社 高萩市土地開発公社
外郭団体 高萩市社会福祉協議会

財務書類の数値は、表示単位で四捨五入しているため合計値と一致しない場合があります。

高萩市　統一的な基準による財務書類について

人口一人当たりの数値を算出する際には、平成29年1月1日現在の住民基本台帳人口2９,
６４９人により算定しております。

-　1　-



イ　４つの財務書類からわかること

上段：高萩市の数値

下段：平成27年度において、統一的な基準によって財務書類を作成した101の地方公共団体の

　　　うち、本市と同規模である人口１万人から３万人の２５自治体の単純平均値（以下「平均値」）

Ⅰ．資産形成度・・・「将来世代に残る資産はどのくらいあるか」を表す指標

  1　住民１人当たりの資産額 〔資産合計／住民基本台帳人口〕（前年度比）

※平成29年1月1日現在の住民基本台帳 による

 2　歳入額対資産比率 〔資産合計／歳入合計〕

 3　有形固定資産減価償却率（資産老朽化比率）〔有形固定資産の減価償却累計額／取得価格等〕

Ⅱ．世代間公平性・・・「将来世代と現世代との負担の分担は適切か」を表す指標

  1　純資産比率〔純資産／総資産〕

  2　社会資本形成の世代間負担比率〔地方債合計／公共資産（事業用資産＋インフラ資産）〕

一般会計等 全体会計 連結会計

高萩市 2.95 年分 2.21 年分

227

158

300

225

―

一般会計等 全体会計 連結会計

高萩市

平均値

135 万円

万円

万円

当該年度の歳入総額に対する資産の比率を算出することにより、これまでに形成された
ストックとしての資産が、歳入の何年分に相当するかを表し、地方公共団体の資産形成
の度合いを測ることができます。

( 29,649人 )

万円

万円 万円

一般会計等 全体会計 連結会計

2.63 年分

平均値 3.98 年分 3.20 年分 ― 年分

高萩市 57.8 % 56.9 %

有形固定資産について、一定の耐用年数により減価償却を行った結果として資産の取得
からどの程度経過しているかを全体として把握することができる指標で、100%に近い
ほど老朽化の程度が高いということになります。

連結会計

高萩市 55.0 % 54.5 % 45.7 %

44.0 %

平均値 ― % 53.1 % ― %

一般会計等 全体会計

　企業会計でいう「自己資本比率」に相当し、この比率が高いほど財政状況が健全であ
るといわれていますが、総資産のうち返済義務のない純資産がどれくらいの割合である
かを表す目安と考えてください。
　

%

一般会計等 全体会計 連結会計

高萩市 44.5 % 45.5 %

平均値 68.7 % 61.0 % ―

43.5 %

　社会資本の整備の結果を示す事業用資産とインフラ資産の形成コストを将来の負担と
なる公債などの負債でどれだけ負担したのかを表します。
　この指標が高いほど将来の世代が負担すべき割合が高いことを表します。

%平均値 29.8 % 36.4 % ―
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Ⅲ．持続可能性・・・「財政に持続可能性があるか（どのくらい借入があるか）」を表す指標

  1　住民１人当たりの負債額 〔負債合計／住民基本台帳人口〕

※平成29年1月1日現在の住民基本台帳 による

 2　債務償還可能年数〔( 将来負担額 － 充当可能基金残高 )　
／　（ 業務収入 ＋ 減収補填債特例分発行額 ＋ 臨時財政対策債発行可能額 － 業務支出）〕

Ⅳ．効率性・・・「行政サービスは効率的に提供されているか」を表す指標

  ●　住民一人当たり行政コスト 〔各行政コスト／住民基本台帳人口〕

※平成29年1月1日現在の住民基本台帳 による

Ⅴ．弾力性・・・「資産形成等を行う余裕はどのくらいあるか」を表す指標

 ●　行政コスト対税収等比率 〔純経常行政コスト／財源等（税収等+国県等補助金）〕

当該年度の税収等のうち、どれだけが資産形成を伴わない行政コストに費消されたのか
を把握することができます。

6 万円

10 万円

万円 ―

( 29,649人 )

万円

万円

住民一人あたりの
純経常行政コスト

万円

万円 ― 万円

35 万円

平均値 44 万円 65 万円 ―

住民一人あたりの
人件費

一般会計等 全体会計 連結会計

高萩市 61 万円 72 万円

一般会計等
高萩市 8.80 年
平均値 ― 年

122

地方債や退職手当引当金といった実質債務の全てに対し償還財源上限額をすべて償還に
充当した場合、何年で現在の債務を償還できるかを示す指標で、債務償還可能年数が短
いほど債務償還能力が高いといえます。債務の償還原資を経常的な業務活動からどれだ
け確保できているかということは、債務償還能力を把握するうえで非常に重要な指標で
す。

( 29,649人 )

万円

平均値 61 万円 107 万円 － 万円

一般会計等 全体会計 連結会計

高萩市 32 万円 51 万円 63

高萩市 9 万円 9 万円

平均値 8 万円 11

住民一人あたりの
減価償却費

高萩市 3 万円 4 万円

平均値 6 万円 9

万円

住民一人あたりの
補助金等

高萩市 5 万円 26 万円

平均値 10 万円 35 万円 ―

― ％

％

一般会計等 全体会計 連結会計

平均値 99.3 ％ 99.1 ％

高萩市 92.0 ％ 93.5 ％ 94.7
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Ⅵ．自律性・・・「歳入はどのくらい税収等で賄われているか
（受益者負担の水準はどうなっているか）」を表す指標

 ●　受益者負担の割合 〔経常収益／経常費用〕

一般会計等 全体会計 連結会計

行政コスト計算書の経常収益は、使用料・手数料など行政サービスに係る受益者負担の
金額ですので、これを経常費用と比較することにより、行政サービスの提供に対する受
益者負担の割合を算出することができます。

％ 10.1 ％

平均値 5.3 ％ 10.7 ％ ― ％

高萩市 7.7 ％ 9.8
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ウ　用語解説

1 貸借対照表
(1) 事業用資産 ・・・

(2) インフラ資産・・・ 道路、上下水道等の社会基盤となる資産

(3) 無形固定資産・・・ ソフトウェア、地上権等

(4) ・・・ 有価証券、外郭団体への出資金、出えん金、基金、積立金など

(5) 長期延滞債権・・・ 1年を超えて回収されていない未収金等の収入未済額

(6) ・・・ 徴収不能のおそれのある債権見込み額

(7) 未収金 ・・・ 税や使用料などの未収金

(8) 地方債等 ・・・ 市が資産形成する時などに発行する公債等

(9) 預り金 ・・・ 職員給与等から控除した税金及び社会保険料、契約保証金等

2 行政コスト計算書
(1) 経常費用 ・・・ 毎年度継続的に発生する費用

(2) 社会保障給付 ・・・ 扶助費（生活保護、児童手当等）など

(3) 他会計への繰出金 ・・・ 特別会計への繰出金など

3 純資産変動計算書
(1) 期首純資産残高 ・・・ 前年度末の純資産額

4 資金収支計算書
(1) 投資及び出資金支出 ・・・ 有価証券および外郭団体等への出資にかかる支出

(2) 地方債等償還支出 ・・・ 公債や借入金の元本償還にかかる支出　

徴収不能引当金

公共サービスに供されている資産で、インフラ資産、物品以外
の資産（例：学校、公営住宅等）

投資その他の資産
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